
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。
当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解
および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は

変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 1/2

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

米ドル・インデックス 98.02 ▲ 0.6 ▲ 0.1 0.9 ▲ 9.3 ▲ 9.6

米ドル 156.57 ▲ 0.7 4.7 8.4 ▲ 0.9 ▲ 0.4

カナダ・ドル 114.45 0.1 6.7 8.1 4.4 4.7

ユーロ 184.24 ▲ 0.3 5.3 9.0 11.9 13.2

英ポンド 211.39 0.1 5.5 6.6 6.8 7.4

スイス・フラン 198.31 0.0 5.8 9.9 12.8 14.5

スウェーデン・クローナ 17.09 0.4 7.6 12.4 19.5 20.3

アイスランド・クローネ 1.245 ▲ 0.8 0.9 4.6 9.7 10.1

ノルウェー・クローネ 15.65 0.6 4.4 9.1 12.8 13.3

デンマーク・クローネ 24.67 ▲ 0.2 5.3 8.9 11.8 13.0

中国人民元 22.35 ▲ 0.1 6.7 11.1 3.3 3.6

香港ドル 20.15 ▲ 0.6 4.8 9.5 ▲ 0.9 ▲ 0.4

台湾ドル 4.97 ▲ 0.2 1.6 0.3 3.0 4.1

韓国ウォン(100ウォン当たり) 10.86 1.7 2.4 1.8 0.9 2.1

シンガポール・ドル 121.94 ▲ 0.0 5.4 7.6 4.9 5.9

マレーシア・リンギ 38.65 0.2 8.9 13.5 9.7 10.3

タイ・バーツ 5.05 0.5 8.8 13.5 9.0 10.3

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.935 ▲ 0.7 4.7 5.0 ▲ 4.2 ▲ 4.0

フィリピン・ペソ 2.660 ▲ 0.4 3.2 4.5 ▲ 1.8 ▲ 1.2

ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.596 ▲ 0.7 5.2 7.7 ▲ 4.2 ▲ 3.5

インド・ルピー 1.74 ▲ 1.3 3.2 3.3 ▲ 6.1 ▲ 5.1

オーストラリア・ドル 105.17 0.8 7.5 11.3 7.0 8.1

ニュージーランド・ドル 91.27 0.5 5.8 4.3 2.8 3.8

ブラジル・レアル 28.24 ▲ 0.7 0.9 7.4 10.5 10.9

メキシコ・ペソ 8.74 0.0 7.4 14.4 11.9 15.9

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 4.23 2.5 10.3 18.4 17.5 18.4

チリ・ペソ(100ペソ当たり) 17.26 ▲ 0.3 10.8 11.4 8.1 9.4

ペルー・ヌエボ・ソル 46.49 ▲ 0.8 8.6 14.4 10.1 10.5

ポーランド・ズロチ 43.73 ▲ 0.4 6.7 9.8 13.2 14.9

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 47.64 ▲ 0.3 6.4 12.7 19.1 20.5

ルーマニア・レイ 36.21 ▲ 0.2 5.1 8.7 9.4 10.6

トルコ・リラ 3.65 ▲ 0.9 1.5 0.8 ▲ 18.5 ▲ 17.5

南アフリカ・ランド 9.38 ▲ 0.3 8.8 16.0 11.9 12.5

エジプト・ポンド 3.29 ▲ 0.7 5.8 13.8 5.8 6.3
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北
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日本国債　注5 299.84 0.0 ▲ 2.6 ▲ 4.7 ▲ 8.5 ▲ 8.3

先進国(除く日本)国債　注6 1,073.56 0.5 1.5 1.8 9.3 9.4

新興国債券　注7 915.03 0.2 2.0 6.1 12.3 12.3

日本国債2年物 1.112 0.015 0.182 0.375 0.503 0.507

日本国債10年物 2.041 0.017 0.387 0.618 0.942 0.940

日本国債20年物 2.967 -0.011 0.334 0.640 1.087 1.066

日本国債30年物 3.393 -0.032 0.222 0.480 1.124 1.096

米国債2年物 3.480 -0.004 -0.164 -0.240 -0.850 -0.763 

米国債10年物 4.129 -0.019 -0.047 -0.114 -0.455 -0.443 

米国債20年物 4.765 -0.017 0.038 -0.036 -0.089 -0.095 

米国債30年物 4.815 -0.010 0.065 0.014 0.043 0.032

ドイツ国債2年物 2.142 -0.012 0.112 0.317 0.085 0.060

ドイツ国債10年物 2.862 -0.033 0.116 0.293 0.539 0.495

イタリア国債10年物 3.553 -0.032 -0.028 0.100 0.062 0.031

スペイン国債10年物 3.289 -0.038 -0.024 0.077 0.265 0.228

東証REIT(配当込み) 5,384.92 0.6 4.9 15.4 27.9 28.0

764.90 1.3 0.6 4.9 8.6 9.2

920.11 0.6 5.2 13.7 7.5 8.7

香港REIT　注9 596.80 0.4 ▲ 6.9 ▲ 11.7 16.9 16.8

オーストラリアREIT　注9 1,361.05 2.9 ▲ 0.7 3.7 7.7 10.2

北海ブレント原油先物 60.64 0.3 ▲ 13.5 ▲ 10.5 ▲ 17.2 ▲ 18.8

WTI原油先物 56.74 0.1 ▲ 13.7 ▲ 13.0 ▲ 18.5 ▲ 20.9

ニューヨーク金先物 4,552.70 3.8 19.5 36.0 71.5 72.4

CRB指数 300.43 1.8 ▲ 1.5 0.7 3.1 1.3

シンガポール鉄鉱石先物 104.67 ▲ 0.0 1.0 12.2 3.9 3.7

S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 9,916.91 0.2 0.2 0.5 7.0 5.9

S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 413.98 1.0 0.6 ▲ 4.1 ▲ 4.0 ▲ 4.2

ビットコイン 87,394.85 ▲ 0.4 ▲ 20.1 ▲ 18.9 ▲ 8.7 ▲ 6.7
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

ブラジル　ボベスパ 160,896.64 1.5 10.6 17.3 32.9 33.8

メキシコ　IPC 65,636.36 2.6 5.3 14.2 32.5 32.6

南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 117,085.50 1.9 9.7 22.0 37.9 39.2

騰落率（%）
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

世界株価 注1 562.23 1.4 5.0 13.1 21.1 23.3

先進国株価 注2 14,340.40 1.4 4.9 12.9 20.0 22.2

先進国(除く日本)株価 注3 16,576.17 1.3 4.9 12.8 19.6 22.1

新興国株価　注4 762.49 2.1 5.8 15.0 31.8 32.9

日経平均株価 50,750.39 2.5 11.9 28.2 28.3 27.2

JPX日経インデックス400 30,841.62 1.1 7.8 21.2 23.2 22.4

TOPIX (東証株価指数) 3,423.06 1.2 7.4 22.0 23.7 22.9

東証プライム市場指数 1,763.06 1.2 7.5 22.2 23.8 23.0

東証スタンダード市場指数 1,532.66 1.1 2.0 11.3 21.7 20.5

東証グロース市場指数 885.59 2.7 ▲ 10.8 ▲ 7.4 9.6 7.4

NYﾀﾞｳ 工業株30種 48,710.97 1.2 5.3 12.3 12.4 14.5

S&P 500種 6,929.94 1.4 4.3 12.8 14.8 17.8

ナスダック総合 23,593.10 1.2 4.9 17.0 17.8 22.2

ナスダック100 25,644.39 1.2 4.7 14.2 17.8 22.0

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 7,207.64 2.0 14.3 30.1 39.3 44.7

欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 588.70 0.2 6.2 9.5 16.8 16.0

英国　FTSE100 9,870.68 ▲ 0.3 6.3 13.0 21.3 20.8

ユーロ圏　ユーロ・ストックス 607.39 ▲ 0.2 4.8 9.3 21.1 20.2

ドイツ　DAX 24,340.06 0.2 2.5 2.9 22.6 22.3

中国　CSI300 4,657.24 1.9 2.4 18.0 16.8 18.4

中国　上海A株 4,155.89 1.9 3.6 15.0 16.7 18.3

中国　深圳A株 2,659.63 3.1 2.9 24.3 26.4 29.9

中国　創業板 3,243.88 3.9 2.9 53.4 46.8 51.5

香港　ハンセン 25,818.93 0.5 ▲ 1.2 6.1 28.5 28.7

台湾　加権 28,556.02 3.1 11.6 27.0 22.8 24.0

韓国　KOSPI 4,129.68 2.7 22.0 34.1 70.0 72.1

シンガポール　ST 4,636.15 1.5 8.7 17.7 23.3 22.4

マレーシア　FBM KLCI 1,677.10 0.7 4.2 9.7 3.9 2.1

タイ　SET 1,259.25 0.6 ▲ 1.5 13.8 ▲ 9.9 ▲ 10.1

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 8,537.91 ▲ 0.8 5.4 23.8 20.8 20.6

フィリピン　総合 6,065.64 2.4 0.6 ▲ 4.2 ▲ 7.2 ▲ 7.1

ベトナム　VN 1,729.80 1.5 4.2 26.7 35.9 36.6

インド　SENSEX 85,041.45 0.1 5.7 1.5 8.4 8.8

豪州　S&P/ASX200 8,762.70 1.6 ▲ 0.3 2.5 6.6 7.4
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2025年12月第5週号 （2025年12月29日発行）

主要指標の動き 2025年12月26日時点（1週間前＝12月19日、3ヵ月前＝9月26日、6ヵ月前＝6月26日、1年前＝2024年12月26日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に用いられる
ものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

※指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

※データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

注1  世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注2  先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注3  先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注4  新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み） 
注5  日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6  先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7  新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*
注8  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（配当込み）

注9  香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（配当込み、現地通貨ﾍﾞｰｽ）

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
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先週の主な出来事 （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

日付
市場の
反応

国・地域 指標など（コメント）

12月
22日
（月）

○ 日本

長期金利が一時、2.1%と、約27年ぶりの水準に上昇

円安の進行もあり、日銀が追加利上げを継続するとの観測などを背景に国債利回りが上昇
し、新発10年物では一時、2.100%と、1999年2月以来の高水準となった。円相場は、1ﾄﾞﾙ＝
157円台で推移したほか、対ﾕｰﾛでは一時、1ﾕｰﾛ＝184円90銭前後と、1999年のﾕｰﾛ導入以降
の最安値をつけた。株式市場では、前週末の米ﾊｲﾃｸ株高を受けてAI(人工知能)･半導体関連
株、円安を受けて輸出関連株が買われたほか、長期金利の上昇を背景に大手銀行株なども
買われ、株式相場が続伸した。なお、台湾や韓国のほか、中国本土、香港でも株高となった。

△ 米国

制裁を科しているﾍﾞﾈｽﾞｴﾗの沖で石油ﾀﾝｶｰを拿捕

当局は20日、米国への麻薬密輸に政権が関与しているとして、制裁を科しているﾍﾞﾈｽﾞｴﾗの
沖で、石油ﾀﾝｶｰを拿捕したと発表した。また、21日には、別の石油ﾀﾝｶｰを米国が追跡している
と報じられた。22日には、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ産原油の供給の先行き不透明感などから、原油先物が買
われた。また、米国とﾍﾞﾈｽﾞｴﾗを巡る地政学ﾘｽｸやﾄﾞﾙ安などを背景に金先物が翌日にかけて
買われ、ﾆｭｰﾖｰｸでは連日、最高値を更新した。欧州では、株式相場が総じて反落したほか、国
債利回りは上昇した。米国では、主力ﾊｲﾃｸ株への見直し買いが続いたほか、幅広い銘柄が買
われ、株式相場は続伸した。国債利回りは、日本の長期金利が上昇した影響に加え、週内に国
債入札を控えていることなどもあり、上昇した。外国為替市場では、日本の片山財務相など
からの円安けん制発言を受け、政府･日銀による為替介入の可能性が意識され、円相場は一
時、156円台後半に上昇した後、157円前後で推移した。

23日
（火）

△ 日本

高市首相、無責任な国債発行・減税はしない、片山財務相は連日、円安をけん制

片山財務相は会見で、為替が円安に振れていることについて、ﾌｧﾝﾀﾞﾒﾝﾀﾙｽﾞ(経済の基礎的条
件)を反映しているとは思えず、行き過ぎた動きには対応すると述べたほか、｢私はﾌﾘｰﾊﾝﾄﾞ
だ｣と発言した。政府･日銀による為替介入への警戒感が強まり、円相場は一時、155円台後
半まで反発した後、156円台で推移した。また、高市首相は、政権が掲げる｢責任ある積極財
政｣について、無責任な国債発行や減税を行なうことではないと、経済紙のｲﾝﾀﾋﾞｭｰで述べ
た。財政拡張への警戒が和らいだほか、持ち高調整の国債買いの動きや円安の一服なども
あり、国債利回りは低下した。株式市場では、円安の一服を受け、輸出関連株の一角は売られ
たが、前日の米株高を背景に幅広い銘柄が買われ、相場が続伸した。

○ 米国

GDPが2年ぶりの高い伸びとなったものの、消費者信頼感指数は5ヵ月連続で低下

7-9月期のGDP速報値は前期比年率+4.3%と、市場予想に反して伸びが加速し、2023年7-9

月期以来の高成長となった。旺盛な個人消費がけん引したほか、AI関連投資などに支えら
れ、設備投資も底堅く推移した。さらに、輸出増に伴なう貿易赤字の縮小なども寄与した。一
方、12月の消費者信頼感指数は前月比▲3.8ﾎﾟｲﾝﾄの89.1と、5ヵ月連続で低下し、予想も下
回った。欧州では、ﾃﾞﾝﾏｰｸの製薬大手の肥満症治療用経口薬が米FDA(食品医薬品局)から承
認を得たことを背景に、同社株を中心にﾍﾙｽｹｱ株が買われたほか、貴金属相場の上昇に伴
なって資源株も買われ、総じて株高となり、ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600指数は最高値を更新した。国債
は、ｸﾘｽﾏｽ休暇前の最後の取引での持ち高調整を目的とした買いが入り、利回りが低下した。
米国では、GDPの上振れを受け、国債や株式が売られる場面もあったが、消費者信頼感指数
が予想を下回り、利下げ継続期待を後押しすることになると、株式相場は上昇し、S&P500指
数が最高値を更新したほか、国債利回りは横ばい圏まで低下した。

24日
（水）

△ 日本

日銀の国債買入れｵﾍﾟの結果などを受け、国債利回りが上昇

2026年度一般会計予算案の歳出総額を前年度当初比+7.1兆円の122.3兆円程度と、2年連
続で過去最高とする方向で政府が最終調整に入ったと報じられた。日銀の国債買入れｵﾍﾟ
(公開市場操作)が、超長期債を中心に投資家の売り意欲の強さを示す内容となったこともあ
り、国債利回りが上昇し、新発30年物では過去最高となった。株式市場では、戻り待ちの売り
が出たことなどから、相場は反落した。また、円相場は155円台に上昇した。

今週の主な注目点 （高:注目度大、中:注目度中、低:ご参考）

上記のほか、日本では日銀が12月の金融政策決定会合での主な意見を29日に公表する。米国では、12月の
FOMC(連邦公開市場委員会)の議事要旨が30日に公表されるほか、地区連銀総裁の講演が予定されている。

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成

日付 注目度 国・地域 指標など（コメント）

31日
（水）

高 中国

12月のPMI(購買担当者指数)

11月は、製造業で49.2、非製造業では49.5だった。12月はそれぞれ、49.3、49.7と見込まれて
いる。同指数は50が好･不調の境目。

24日
（水）

○ 米国

新規失業保険申請件数が減少

20日までの週の新規失業保険申請件数は21.4万件と、前週比横ばいとの市場予想に反して
減少した。ただし、この時期は、感謝祭後やｸﾘｽﾏｽ前にあたり、変動が大きくなり易いとされて
いる。欧州では、ﾍﾙｽｹｱ関連株に利益確定売りが出たことなどから、英国株式が反落した。ﾕｰﾛ
圏の市場は概ね休場だった。米株式市場では、ﾊｲﾃｸ株の一部に持ち高調整の売りが出たもの
の、主要3指数が揃って続伸し、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工業株30種、S&P500の両指数は最高値を更新し
た。国債利回りは、国債入札で需要の強さが示されたことなどを受けて低下した。外国為替
市場では円相場が小幅に下落し、156円前後となった。

25日
（木）

△ 日本

財務省、超長期国債の発行額を17年ぶりの低水準に減額し、10年債の増額は見送る方針

国債の市中での新規発行規模に関して、超長期債については、前年度の当初計画から7兆円
程度減額し、17年ぶりの低水準となる17兆円程度とするほか、長期債についても、10年債の
増額を見送る方向で財務省が調整に入ったと、前日に一部で報じられた。25日には、これを
受けて国債に買いが先行した。しかし、その後、2年債の入札が低調な結果となると、中長期
債を中心に売られることとなり、10年債の利回りは引けでは上昇した。また、日銀の植田総
裁は講演で、賃金･物価がほとんど変化しないという｢ｾﾞﾛﾉﾙﾑ｣の世界に戻る可能性は大きく
低下したとして、経済･物価情勢の改善に応じて政策金利を引き続き引き上げていく方針を
示した。株式市場では、前日の米株高が好感されたほか、植田総裁の講演が概ね従来通りの
内容にとどまったこともあり、相場が反発した。外国為替市場では、円相場が概ね155円台後
半で推移した。なお、ｱｼﾞｱの多くの市場や欧米市場は休場だった。

26日
（金）

△ 日本

一般会計予算、国債発行計画とも、事前の報道通り

政府は2026年度一般会計予算案を閣議決定し、歳出総額を122.3兆円とした。また、財務省
が公表した同年度の国債発行計画では、事前に報じられた通り、超長期債の発行額が17.4兆
円に抑えられたほか、10年債での増額が見送られた。国債は、需給が改善するとの観測など
から超長期債を中心に買われ、利回りが低下した。一方、外国為替市場では、予算規模も事
前の報道通りだったものの、財政悪化懸念が重荷となったほか、輸入企業等からの円売り･
ﾄﾞﾙ買いなどもあり、円相場が156円台に下落した。株式市場では、半導体関連などのﾊｲﾃｸ株
が買われ、相場が続伸した。

△ 米国

薄商いの中、持ち高を一方に傾ける動きは限定的

ｸﾘｽﾏｽの祝日明けで薄商いとなる中、株式市場では、利益確定売りなどから主要3指数が揃っ
て小反落した。国債利回りは小幅に低下した。また、ｳｸﾗｲﾅのｾﾞﾚﾝｽｷｰ大統領が28日にﾌﾛﾘﾀﾞで
ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領と会談し、領土や安全保障について協議する予定だと報じられたことを受け、
ｳｸﾗｲﾅ停戦を巡る協議が進展するとの憶測などから原油先物が売られた。一方、金先物は、
米利下げ継続観測に加え、米軍が25日、ﾅｲｼﾞｪﾘｱ北西部で過激派組織に空爆を行なったと発
表し、地政学ﾘｽｸの高まりが警戒されたことなどもあり、ﾆｭｰﾖｰｸでは1ﾄﾛｲｵﾝｽ＝4,552ﾄﾞﾙと、
最高値を更新して引けた。

本年もご利用いただきまして、誠にありがとうございました。

新年は1月5日（月）からの発行となりますので、引き続きよろしくお願い申し上げます。
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